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はじめに

イランでは2005年 6月に第 9回大統領選挙が

実施され，革命防衛隊の革命強硬派（注１）を支持

基盤にもつマフムード・アフマディネジャード

が大方の予想を覆して当選を果たし，新たな政

治的潮流を創出した［鈴木 2006］。イランではこ

の数年来，体制改革を一向に断行できないハー

タミー政権に対する国民の深い失望感のなかで

国政選挙のたびに改革派の退潮が指摘されてき

たが，今回の大統領選挙の結果はその延長線上

に軍部（革命防衛隊）の発言力増大をひとつの特

徴とする新たな政治的季節の到来を告げるもの

として注目された。

本論考はセイエド・モハンマド・ハータミー

大統領（1997―2005年）の 8年間における改革路

線の挫折が今回の大統領選挙の結果をもたらす

最大の要因になったという基本的な認識の下

で，この 8年間におけるイラン国内の政治的動

向を全国選挙（注２）の経緯を中心に振り返ろうと

するものである。このような作業によって，8

年前のイランの政治的民主化（注３）への胎動がど

のような経緯をたどり，いつの時点を転換点と

して現在にいたったかが跡づけられ，その問題

点の所在をある程度明らかにすることができる

ものと考えている。

さてイランで2004年 2月に実施された第 7回

国会選挙（注４）は，当初からイラン政治にとって

1979年のイラン革命以来何度目かの重要な曲が

り角になると目され，事実そのような結果に終

わっている。日本でも例えば2004年 2月22日

付『朝日新聞』は「改革路線 7年に幕」という見

出しで第 7回国会選挙結果を報道しており，同

日付『毎日新聞』は「保守派が圧勝―投票率

は20ポイント近く低下」と報じて第 7回国会選

挙の結果を簡潔に報じた。モフセン・キャディ

ーヴァルの子息モハンマドアリーはこの選挙を

「歴史的な季節の終焉」［Kadl̄var 2004, 26］と論評

してハータミー大統領を中心とする改革派（注５）

の凋落の事実を指摘し，また佐藤は2003年の第

2回全国地方議会選挙以降の「新保守」の台頭に

注目している［佐藤 2004］。

また1997年のハータミー大統領の登場につい

ては，人口構成上多数を占める若年層と政治的

な覚醒の進んだ女性の支持を背景にしていたと

議論されてきた（例えば［桜井 2001, 189］）。中西

は特に女性票の果たした役割が大きかったと強
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ハータミー政権末期の全国選挙と
イランにおける民主化の挫折

－歴史的転換点としての第7回イラン国会選挙（2004年2月）－
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調する［中西 2002, 183］。また例えばファルハー

ド・ホスローハヴァルは，q若者，w知識人，

e女性の三つの運動がハータミー大統領の当選

を可能にしたと論じている［Khosrokhavar 2002］。

だがこのような理解はテヘランを中心とした都

市部における観察の結果であり，イランの地方

における政治意識の変化はほとんどその視野に

入っていないものと思われる。イラン社会は

1979年の革命後，8年間に及んだ対イラク戦争

の過程で兵士の動員が農村部にいたるまで全国

的にかけられ，それは地方的な濃淡の差はあれ

政治意識の上でもまた社会構造の上でも従来み

られなかったほどの深刻な変動を生じさせる結

果になった。またこの時期に革命指導者アーヤ

トッラー・ルーホッラー・ホメイニーの「被抑圧

者（mostaz‘afān）」を重視する思想の具体化とし

て，遠隔の農村部を中心に聖戦復興隊（ Jahād

sāzandegl̄）が活発に活動を行ったことも，イラ

ン国内の心理的・時間的な距離を急速に短縮

し，人口の流動性を一挙に高めることになった。

これらの革命後の変化を充分に織り込まず，

都市部の若年層と女性の支持がハータミー大統

領の基盤であったとするこれまでの観察はあま

りに皮相的であり，その後の政治的保守化傾向

に対する見通しを欠いている。地方農村部を含

めたこの26年間の全国的な社会構造の変動と社

会意識の変化を視野に入れなければ，1997年の

ハータミー大統領の登場とその後の展開の意味

をとらえられないであろう。

本論考においては，改革派の退潮を決定づけ

た第 7回国会選挙が実際にどのような経緯をた

どったのか，その選挙結果はイラン内政にとっ

てどのような含意をもったのか，この選挙はよ

り長期的にどのような歴史的な意味をもつもの

なのかについて，特に選挙前後のイランでの新

聞報道と現地調査の結果を中心にして考察す

る。その際従来のイラン政治をめぐる議論にみ

られない本論の特徴として，筆者が1999年10

月から2001年10月までのテヘラン派遣中に新

興の地方中小都市を中心に実施したフィールド

ワーク調査における知見と2003年 2月の第 2回

地方議会選挙の際の現地調査（テヘランおよびエ

スファハーン近郊農村部）などをもとに，イランの

地方農村部社会における政治意識の問題に着目

しつつ議論を展開しているということがある。

本論ではまず第1節第１項でイラン国会の歴

史的経緯を一瞥したのち，革命後のイランにお

いて民主主義的制度としての選挙が実質的な意

味をもつようになった1997年のハータミー大統

領の登場前後からの時期を概観する。第2節で

は第７回国会選挙自体の動きを詳細に検討し，

結論部ではこの国会選挙がいかなる意味で歴史

的転換点であったかをあらためて考察する。

1 第７回国会選挙にいたる中長期的な過程

以下ではイランにおける議会制度の導入以来

の中長期的な過程のなかにハータミー大統領の

改革を位置づけ，次いで転換の契機となったと

される2003年の第 2回地方議会選挙について詳

述する。

１．イランの議会制度をめぐる長期的な推移

本項ではイランにおける議会制度の導入から

1979年のイラン革命を経て現在にいたるまでの

流れをごく簡単に振り返っておくことにする。

ここでの議論の主要なポイントは，イラン近代

史上において1997年のハータミー大統領の登場
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にいたるまでの間，政治理念としての民主主義

の受容はともかくとして，民主的制度としての

議会制度が実体として定着したことはほとんど

なかったという事実である。

イランの国政選挙は比較的長い歴史をもって

いる。イランではガージャール朝（1796―1925年）

末期の19世紀末以来立憲君主制への社会的・政

治的気運が高まり，1892年のタバコボイコット

運動を経て1906年に立憲革命が勃発した。1906

年10月にはモザッファロッディーン・シャーの

詔勅によって国民議会（Majles¯e shourā¯ye melll̄）

が開設されたが，英露協商等による当時の帝国

主義列強の圧力によってこの動きは封殺された

［Keddie and Amanat 1991, 203¯205］。日本におけ

る「普通選挙法」である衆議院議員選挙法の改

正公布が1925年であることを考えると，この動

きは世界的にみてもけっして遅いものではない

といえよう。

さてその後イランにおいては1921年のレザ

ー・ハーンのクーデターによって1925年ガージ

ャール朝が倒れ，パフラヴィー朝が成立すると，

イランの内政は再び国王による過酷な独裁体制

下に置かれ，第二次世界大戦直後や1950年代初

頭のモハンマド・モサッデク首相の時期を除け

ば，国民議会が国民の声を代弁して初代国王レ

ザー・シャーおよび第二代国王モハンマド・レ

ザー・シャーの専制体制を批判するような政治

的自由は絶えてなかった。

このような形骸化した形式的議会体制の外側

から国王権力を転覆してイスラーム世界に衝撃

を与えたのが1979年のイラン革命であった。イ

ラン史上初めて「宗教法学者の統治」（Velāyat¯e

faql̄h，以下，ヴェラーヤテ・ファギーフ）によるイ

スラーム体制を実現したこの革命のイスラーム

世界への影響は，イスラーム主義（注６）による体

制転換のモデルをいち早く提供したという意味

において現在にいたるまで継続しているが，他

方イラン国内における革命体制は早くも1980年

から88年のイラン・イラク戦争の過程で大きく

変質していった。

それは一言で言えば，国際的な圧力に抗して

シャーの体制を転覆したイラン革命時の民衆的

な熱狂を国民的な防衛戦争のエネルギーに転化

するということであった。それは1979年11月

の米国大使館占拠事件以来存亡の危機に瀕して

いた革命体制を永続させるという開戦時におけ

るイラン側の目標の代償としての革命体制の質

的な転換であり，イラン革命後の民衆的な熱気

に支えられたカリスマ的な指導体制から官僚機

構と軍隊・警察が国民統治の根幹を担う通常の

国家体制への社会編成理念の根本的な変更であ

った。

さてイラン革命後のイランはホメイニーの政

治理論に根ざしたヴェラーヤテ・ファギーフ体

制を一貫して堅持してきた。ヴェラーヤテ・フ

ァギーフ理論とは端的に言えば，多数決の原則

による民意の反映・実現を制度的前提とする近

代的な議会制民主主義の政治原理に根底的な疑

義を呈し，「賢明なる個人」としてのファギーフ

（法学者）への政治的権限の集中を是とする点に

特徴があり，それは国民の代表機関としての国

会の政治的権限に一定の制限を置こうとする発

想を内包している［Mottahedeh  1995］。このよう

な政治哲学は遡ればソクラテスの哲人政治に淵

源をもつものであると同時に，その発想自体が

個人への政治的権力の大幅な集中を許容するも

のであり，その意味では全体主義的政治体制に

つながる側面をも内包している（注７）。ハータミ
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ー大統領の登場以後，イラン国内の改革派がし

だいにこのヴェラーヤテ・ファギーフ体制への

批判を強めてきたのもこのような背景があるか

らである。

このように制度化されたヴェラーヤテ・ファ

ギーフ体制は，イランの現状において莫大な既

得権益を抱え込んだ「保守派」勢力の政治権力

の維持にとって現実政治のなかできわめて好都

合な口実を与えてきたといえる。ハータミー大

統領の改革路線はこれに対して近代的な民主主

義の理念を対峙させ，革命後に形成された既成

権力への富と権力の集中を制限しようとする側

面をもっていた。例えば1999年 1月10日の在

イラン各国大使を前にした演説で彼は以下のよ

うに述べる。「人間中心主義と知性を育む観点

をもったイスラームの出現は，人間への侮蔑と

差別の時代を終わらせる希望を実現させた。」

「今日の世界では，政府の基礎は人間の諸権利の

尊重の上にあることが要求される。私見では，今

日の人類文明の最大の成果は立憲主義である。」

［Khātaml̄ 2001, 89］ここで彼はイランにおける西

欧的民主主義の受容が19世紀末の立憲革命期以

来幾多の困難な時期を経ながらも，それなりの

定着の歴史をもっていると主張している。

２．ハータミー大統領の登場以降の経緯

1997年 5月のハータミー大統領の劇的な登場

を契機として，それまでイラン社会の内部で進

行していたさまざまな変化が政治的な潮流を新

たに生み出すこととなった。これらの政治的変

化の前提には，都市社会と農村社会が隔絶した

対立関係としてとらえられてきたようなイラン

の伝統的な社会構造が，地方における小都市の

出現に象徴される生活基盤の改善や中核都市へ

のアクセスの短縮，マスメディアを含む情報量

の激増などを通じて現在ではまったく変質して

しまっているという事実がある。そしてこの変

化は1962年に始まった農地改革以降のせいぜい

最近 30～ 40年間の変化と考えられるのであ

る（注８）。

1999年の 2月26日にイラン政治史上初めて実

施された第 1回の地方議会選挙（Entekhābāt¯e

shourāhā¯ye eslāml̄）はハータミー大統領の国内

的な改革政策のなかでも画期的なものとされて

おり，2期を通じて特筆すべき内政上の改革を

なし得なかったハータミー大統領にとって，結

果的に任期中の主要な内政上の成果ともなった

のがこの地方議会選挙の実現であった。

イラン・イスラーム共和国憲法はその第100

条で謳うように，地方行政を地域住民の意思の

下に運営していくという地方自治の理念を明確

に表明している。この条文はイラン革命以後長

らく放置されていたが，イスラーム体制の枠内

における市民社会の実現と法の支配を掲げるハ

ータミー大統領の登場によってようやく地方議

会選挙の実施が実現したものである。

そしてその第 1回の選挙結果は各種メディア

によってイランの地方・農村部までを含めた全

国的な改革派の当選として報じられた。この改

革の重要な点は，地方の中小都市および農村部

において住民の直接選挙による代表がイラン史

上初めて全国一斉に登場したということであ

る。1999年10月から2001年10月までの 2年間

の筆者のフィールドワークの経験によれば，例

えばエスファハーン近郊のモバーレケ周辺地域

（レンジャーナート地方）では住民が選挙で魅力的

な人物を選び，議会が積極的に活動できている

ような町は当然のことながら住民の行政への参



者の一部は民主主義の擁護者としての大統領の

資質に疑問を抱き始め，厳しい批判的論調を投

げかける者も出てきた。

しかしながらこの段階ではハータミーの主導

する体制内での改革路線に対する期待が国民の

間にいまだに広く残っており，そのなかで実施

された2000年 2月の国会選挙は，結果として当

選した議員も改革派が圧倒的多数を占めること

になった。同時にこの選挙の過程でクローズア

ップされたのがラフサンジャーニー前大統領

（当時）の長年にわたる汚職行為の暴露であり，

その結果ラフサンジャーニーは第 1回投票で落

選，第 2回投票でかろうじて下位当選という屈

辱を味わったのである。

ところが選挙結果が公表された段階でほぼ政

治的命運が尽きたかと思われたラフサンジャー

ニーは，ホメイニーによって創始され1989年の

改正憲法で明記された「公益評議会」の議長へ

の特別扱いによる継続任命という形で国会を凌

駕する権限を付与されて復権を果たし，その政

治的権限は国民的信任とはまったく別の次元で

むしろいっそう強化されていった。

以上のように，テヘランの政界中枢部におい

てすでに保守派への回帰現象が起こっていたと

ころへ，ビル・クリントン米大統領（当時）によ

るキャンプ・デイヴィッド会談の不調に端を発

する2000年 9月末以降のパレスチナ・イスラエ

ル間の緊張の増大が中東全域における将来的な

方向性を不透明にしたことが重なり，イラン国

内においても最高指導者ハーメネイーを中心と

する保守的勢力が発言力と影響力を増大させる

方向に働いたと考えられる。

2001年 6月 8日に大統領選挙が実施され，翌

日の開票でハータミーの 2期目の大統領当選が

6

加意識も高く，活気があって将来的な発展の希

望も大きいようである。反対に若くて活動的な

議員が選挙で選ばれず，議員も都会に出てしま

ったりして議会がほとんど活動していないよう

な町は，何か問題があったり住民自身も町に愛

着をもてないようなところが多い。

このようななかで，自らの居住する地方社会

の活性化がイラン全体にとってもつ意味を自覚

し，活発に行動する新たな人物がイラン社会の

なかで登場してきている。彼らと現在のイスラ

ーム体制下の中央政府との関係はさまざまであ

るが，彼らがそれぞれの立場に応じて高度の政

治意識と自治意識に基づいて地域社会の自律的

な発展を牽引する役割をもって任じていること

は幾つかの地方都市でひしひしと感じられた。

だがこうして全国一斉にスタートした地方議

会制度も，発足後数年にして至る所で制度上・

運営上の矛盾に直面し，選挙当初の熱気が多く

の地方都市・農村で急速に冷めていったことも

否定できない。その最大の原因のひとつは，発

足した地方議会が財政的な裏づけをもっていな

いということである。発足したばかりの地方議

会の多くは実際にはすぐにさまざまな矛盾と困

難に直面し，目立った成果を上げることができ

ないままに 4年間を終えたケースもけっして少

なくなかったのである。

この1999年の地方議会選挙と2000年 2月の

第 6回国会選挙の間には，ハータミー大統領を

政治的リーダーとする改革派にとってきわめて

重要な転機となる政治的事件があった。それは

99年 7月 9日～11日のテヘランの改革派学生の

デモに対する官憲による流血の弾圧事件であ

る。弾圧を行った当局に対してハータミーが毅

然たる態度を示せなかったために，改革派支持
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決まった。クリントン大統領の政権末期のエル

サレム問題への性急な関与による中東和平プロ

セスの挫折という国際的環境の悪化も手伝っ

て，保守派の強力な巻き返しと改革勢力の頓挫，

ハータミー主導の改革政策に対する国民大衆の

失望が蔓延するなかで迎えた第 8回大統領選挙

だったが，選挙結果そのものはハータミー大統

領の圧勝に終わっている。投票率は前回（1997

年）の83％から67％へと下降したものの，前回

の大統領選挙がハータミーの劇的な登場という

ドラマをはらんでいたことを考えれば，むしろ

予想外に高い投票率であったともいえる。ハー

タミーは全投票のうち77.88％を獲得し，次点

のアフマド・タヴァッコリー（15.61％）を大きく

引き離している［Iran News 2001］。

３．2003年の第２回全国地方議会選挙

2001年 6月の選挙でハータミー大統領が再選

されたあと，周知のように同年 9月11日には米

国で同時多発テロが発生し，中東およびイラン

の政治地図は一挙に流動性を高めた。同年11月

13日には東側の隣国アフガニスタンを実効支配

していたターリバーンが敗走し，翌年年頭のブ

ッシュ米大統領の一般教書演説でイランはイラ

ク，北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）とともに

「悪の枢軸」と名指しされることになるが，むし

ろ国際的な政治バランスの変化のなかでしだい

に追い詰められ，ついに実質的に終焉を迎えた

のは，5年前に体制内での改革を目指したハー

タミー路線であった。

本項では2003年 2月に実施された第2回全国

地方議会選挙の実施の経緯を振り返ってみるこ

とにする。この選挙の結果は当初から少なくと

もマスメディアでは 1年後の国会選挙との関連

において解釈され語られることが多かった。だ

が当然のことながらイラン史上 2回目の地方議

会選挙としての重要性を無視するべきではな

く，第 7回国会選挙との比較もその相違を踏ま

えた上でこそ的確になされ得るものであろう。

以下の分析では，特にテヘランなどの大都市に

おいて 1年後の国会選挙の前哨戦としての意味

が無視できないことを認めつつ，この選挙がよ

り実質的な意味をもった地方の社会においては

まったく別の側面があったという点にも注目し

ておきたい。

2003年の第 2回選挙は第 1回地方議会選挙で

選ばれた各議員の 4年間の任期終了に伴うもの

であり，2002年 7月にその実施が発表された。

ここで選挙実施の方法について簡単に確認して

おくと，人口1500人未満の農村においては議員

定数 3人，人口1500人以上の農村および都市で

は 5人が定数とされ，人口規模に応じて徐々に

定数が増えてテヘランでは15人ということにな

っている。そしてそれぞれの選挙区では投票日

の 1週間前から選挙運動が行われ，投票日当日

に選挙民は指紋を押捺して身分証に押印を受け

たのち，定数分の候補者の氏名を記入して投票

する。文字の書けない者は代筆者の同行が認め

られている。

筆者がこの選挙当日の2003年 2月28日に訪

問したイラン中央部エスファハーン州のヴァル

ザネ市（人口約 1万人）の場合，各投票所には，q

内務省からの代理人，w国会からの代理人，e

ファルマンダーリー（地方行政府）からの代理人

が投票時間中張り付き，ほかに 4人ほどの管理

人が市外から送られて投票の管理を行い，投票

終了後その場で開票作業が行われて翌日候補者

に結果を直接連絡するという方式をとっていた。
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ヴァルザネ市の例では市内に四つの投票所が

設けられており，第 1・第 2投票所は女性用，

第 3・第 4投票所は男性用と分けられていたが，

これに関しては各農村や町の状況によりさまざ

まで，投票所が男女一緒のところや男女別の投

票箱を並べて置いてあるところもあるというこ

とであった。

ところでこの第 2回地方議会選挙についての

現地新聞等における分析は，イラン国内を含め

て一様にテヘランの選挙結果を中心になされて

いたが，この選挙は国政選挙とは性格を異にし

ており，制度的にみても地方および農村部の開

発と地方自治の促進を目的の中心にした選挙で

ある。

地方議会における女性の当選率についてはエ

スファハーン州のモバーレケ近郊のズィーバー

シャフルなどの例をみると，第 1回選挙時より

も減少しているのではないかと予想される。だ

がイランの南部フーゼスターン州デズフール近

郊のガルエ・セイエドの例のように男性が圧倒

的多数のなかでも能力を発揮できる女性につい

ては当選している場合もあり，この点において

も第 2回地方議会選挙は第 1回に比べてより実

質的な人選が行われたものとみられる。

一方この選挙の投票結果として注目されるこ

とは，テヘランの投票率が予想外に低いなど

（20％前後），主要都市と地方との間で関心の度

合いに格差が目立ったことである。テヘランに

おいては有権者の出足が当初あまりに悪かった

ため，革命防衛隊などの組織が午後になって動

員をかけたといわれ，その結果としてメヘディ

ー・チャムラーンやアッバース・シェイバーニ

ーほか15人の議員のほとんどが保守系から選出

された。この傾向はエスファハーンやマシュハ

ドなどの地方の中核的な大都市においても大同

小異であったと思われる。だが人口数万から数

十万程度のモバーレケのような地方都市，さら

にヴァルザネやズィーバーシャフルといった人

口数千の地方中小都市へと視点を移行させてい

くと，少なくとも筆者の直接見聞した範囲にお

いては，この選挙は住民の生活上の問題に直接

関係する重要な機会としてより真剣に戦われて

いたという印象であった。

それでは今回の地方議会選挙がイラン社会に

対してもった意味は何であるか。それは一つに

は地方農村部において，より発展可能性のある

一部の農村とより停滞的な他の農村の間での社

会的選別の進行と格差の拡大にあるのではない

だろうか。第 1回選挙を踏まえた今回の第 2回

選挙において指導的な人物がより明確に浮かび

上がり，将来的に発展可能性のある中核的な農

村とそうでない農村とがしだいに色分けされ

た。そして今後は農村間での格差がさらに鮮明

になっていくという過程が現在進行しつつある

ものと考えられる。

2 2004年２月の第７回国会選挙と選挙結果

以下では2004年 2月に実施された第 7回国会

選挙をめぐる動きについて，新聞情報およびテ

ヘラン現地での情報を中心に，選挙直前まで，

選挙当日の様子，選挙結果と順に検討し，この

選挙におけるいわゆる「保守派の勝利」の性格

とその背景について考察を加える。

１．改革派議員の立候補取消しから選挙直前まで

第 7回国会選挙の日程については，2003年の

12月13日に内務省が2004年の 2月20日と発表
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した。だがその後保守派の牙城である護憲評議

会（注９）が約8000人の立候補届出のうち事前審査

で約80人の改革派現職議員を含む3000人以上

を失格としたため，現職議員約80人が抗議の座

り込み（tahasson）を行い，1月21日にはモハン

マドアリー・アブタヒー副大統領が複数の閣僚

とともに辞表を提出した。

1月20日に当初失格とされたうちの200人程

度の立候補が認められ，2月 4日に最高指導者

ハーメネイーが予定どおりの選挙実施を表明し

た。改革派のハータミー大統領も弟のレザー・

ハータミーの立候補すら認められなかったにも

かかわらず，この決定に従う以外に選択肢はな

かった。

核兵器開発疑惑問題などで米国のブッシュ政

権の対イラン強硬姿勢が揺るがないなかで，ハ

ータミーの主導する現在のイスラーム体制内部

からの漸進的な改革路線は政権発足当初から失

敗を重ね，この段階で国民に対するアピールを

ほとんど失っていた。それゆえ選挙の結果自体

はすでに保守派の勝利ということでテヘランの

政権中枢内部では決着がついていた。残る関心

（注）Aイスラーム・イラン繁栄者（Ābādl̄gerān¯e Īrān¯e eslāml̄）
Bイランのための連合（E’telāf barāye Īrān）
C独立奉仕者集団（ Jam‘l̄ az khedmatgozārān¯e mostaqel）
Dイスラーム革命献身者協会（ Jam‘l̄yat¯e l̄sārgerān¯e enqelāb¯e eslāml̄）
E繁栄と発展のための連合（E’telāf barāye ābādānl̄ va touse‘e）
F自由思考者会議（Chakād¯e āzād¯andl̄shān）
G国民信任戦線（ Jebhe¯ye e‘temād¯e melll̄）

（出所）Keyhān（2004）および第 7回国会選挙直前の各紙掲載広告から筆者作成。

立候補者名 A B C D E F G

ゴラームアリー・ハッダードアーデル ○ ○ ○

アミールレザー・ハーダム ○ ○ ○

アフマド・タヴァッコリー ○ ○

モハンマド・ホシュチェフレ ○ ○ ○ ○

オルヤース・ナーデラーン ○ ○

メフディー・キャッルービー ○ ○ ○ ○ ○

マジード・アンサーリー ○ ○ ○ ○

オルヤース・ハズラティー ○

ミールモハンマド・サーデギー ○ ○ ○

ジャミーレ・キャディーバル ○ ○ ○

マフムード・ドアーイー ○ ○ ○

アリー・ハーシェミー ○ ○ ○ ○

マジード・ガーセミー ○

ハサン・ガフーリーファルド ○ ○

タハ・ハーシェミー ○ ○

サイード・ラジャーイー・ホラーサーニー ○

表 1 第７回国会選挙時のテヘランにおける主要立候補者の政治グループ加入状況
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は，選挙の投票率がどの程度伸びるかという点

にほとんど集中したのである。

ここでは先ず投票日直前の各新聞の報道のな

かから興味深い点をみていくことにする。テヘ

ラン選挙区における主要立候補者の選挙直前の

時点での政治グループへの加入状況は，表１に

示したとおりである。これでみると明らかなよ

うに，各候補者はさまざまな政治グループに重

複して加入しており，ここにおいて近代的な議

会制度の下での政党政治と呼び得るシステムが

機能しているとは言い難い。ともあれこの表か

ら読みとれるのは各候補者の間のいささか交錯

した共闘関係である。

しかし全体としてみると，例えば表１の「イラ

ンのための連合」は選挙広告のなかでも「戦う

聖職者協会」（Majma‘¯e rūhāniyūn¯e mobārez）や

「イスラーム労働党」（Hezb¯e kār¯e eslāml̄）との関

係を明示しており，「繁栄と発展のための連合」

や「国民信任戦線」とともに改革派の主要政治

グループのひとつと目される。これに対して

「イスラーム・イラン繁栄者」や「イスラーム革

命献身者協会」はその構成メンバーからしても

明らかに保守派候補者が参集した政治グループ

である。

改革系新聞の『ヤーセ・ノウ』（Yās̄ e Nou）紙

は 2月17日付の「争点なき選挙」と題した記事

でこのような政治グループの離合集散の背景に

ついて「今回の選挙において以前からある政党

で候補者リストを提出したものは限られてい

る」と述べている。なおこのような政治グルー

プは表１で挙げたものにとどまらず，「イラン・

イスラーム献身者大連合」（E‘telāf¯e bozorg¯e

l̄sārgerān¯e Īrān¯e eslāml̄），「イラン独立新思考者

連合」（E‘telāf¯e nou¯andl̄shān¯e mostaqel¯e Īrān），

「イラン専門者大連合」（E‘telāf¯e bozorg¯e

motakhasses ān¯e Ī r ān），「イラン専門者協会」

（Majma‘¯e  motakhassesl̄n¯e Īrān），「イラン栄光党」

（Hezb¯e Īrān¯e sarafrāz），「イラン・イスラームの

独立奉仕者」（Khedmatgozārān¯e mostaqel¯e Īrān¯e

eslāml̄）と選挙の直前になって雨後の筍のように

乱立し，それらの候補者も多くの場合重複して

いたのである。

2月17日付の『シャルグ』（Sharq）紙は第 1面

でハータミー大統領の発言として「もし国民が

選挙に参加しなかったら国政は少数者の手に委

ねられることになる」との危惧を表明，また同

紙の社説ではアフマド・ゼイダーバーディーが

「もし保守派が第 7次国会を牛耳るようになっ

たらどうなるか」と憂慮している［Sharq 2004a］。

一方17日付の『イラン』（Īrān）紙の報道による

と，同日までに出馬を取りやめた（選挙をボイコ

ットした）立候補者数は679人に上った。

このようななかでタハ・ハーシェミーは18日

付の『ハムバステギー』（Hambastegl̄）紙でインタ

ビューに答えて，もし投票率が50％を切った場

合には選挙結果は有効でないとの見方を示し，

また18日付の『シャルグ』紙では辞任した国会

議員が連名で最高指導者ハーメネイーに書簡を

送り，投票率が極端に低くなることへの危惧を

表明したと報じた。結果的に第 7回国会選挙は

ぎりぎりで投票率50％の線をクリアしたとされ

るが（『ハムシャフリー』紙［Hamshahrl̄ 2004a］な

どイラン各紙報道），その数字がこのような見方

を意識して出てきたものである可能性を含め，

この選挙において投票率が大きな関心を集めた

ことは注目される。

ところで表２をみると，第 7回国会選挙にお

ける護憲評議会による取消しの人数および比率
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がそれまでと比べて突出していることが一目瞭

然である。なお1996年の第 5回の国会選挙の際

には地方自治体による取消しを含めて今回を凌

駕する失格者数が記録されているが，この時は

ハータミー登場前夜の時期にあたっており，社

会的な変化を背景に改革を望む国民の声をナー

テグヌーリー国会議長（当時）を中心とする保守

派が力ずくで封殺しようとし，それに首尾よく

成功したのである。今回の国会選挙の経緯につ

いてはさまざまな条件の違いがあるとはいえ，

むしろこの第 5回選挙との類似点を指摘するこ

とができるのかもしれない。

２．選挙当日と直後の動き

選挙投票日当日の朝 9時，テヘランのテレビ

の報道番組で最初に流されていたのが最高指導

者ハーメネイーの投票の姿であった。ハーメネ

イーは左手で記入し，テロの負傷以来まったく

動かない右手を一瞬見せて投票箱に一票を投じ

た。そしてその後すぐにインタビューに答え，

人々に投票を促すようないささか儀礼的ともみ

える発言をしていた。

それ以降は終日選挙所からの報道番組（イン

タビューや行列の様子）が流されていたが，注意

して見ているとすべての映像が今回の選挙の投

票風景とは信じられない部分もあった（例えば画

面に一瞬映る投票用紙の色が今回のものとは違うな

ど）。言うまでもなくテレビは現政権が握ってい

る最大のメディアのひとつであり，現政権はこ

の手段を最大限利用して国民に「投票に行け」

と促していたというわけである。

だがそのようななかで今回以下の二つの事実

は注目に値するものであった。第 1に，投票日

直前の 2月19日の朝に報道されたホラーサーン

州の鉄道爆発事故の報道である。この事故は死

者が300人を超える大惨事となったにもかかわ

らず，イラン国内のテレビは選挙報道のために

ほとんど報道しなかった。この事故は危険物を

輸送中の貨物列車が最初の爆発を起こして炎上

したため，付近の農村から消火・救援のための

人手を招集したところ，その直後に 2度目の爆

発が起こり，一つの農村が全滅するほどの被害

を出したというもので，事故発生後の対応のま

ずさが大惨事につながったという意味では人災

の疑いが濃厚であった。そのためこの事故が政

府批判の要因になって選挙行動に「悪影響」を

与えないようにという当局側の配慮が働いたも

のと思われる。これを選挙直後（3月 2日）のア

（出所）Eqtesād̄ e Īrān（2004）.

回 数 実施年 全立候補者数
地方自治体による取消し 護憲評議会による取消し

うち女性数 失格者数 割合（％） 失格者数 割合（％）

第 1回 1980 3,694 66 447 12.1
第 2回 1984 1,592 28 266 16.7
第 3回 1988 1,999 37 333 16.7
第 4回 1992 3,233 81 727 22.5 100 3.1
第 5回 1996 5,366 320 2,270 42.3 1,858 34.6
第 6回 2000 6,877 537 403 5.9 762 11.1
第 7回 2004 8,132 827 433 5.3 3,622 44.5

表 2 イラン国会選挙における立候補失格者数の推移
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ーシュウラーの日にイラン人75人を含む多数の

死傷者を出したイラクでの同時自爆テロの詳細

な報道と比べると，その扱いの違いはさらに際

立っている。

もう一つの注目点は，前年の第 2回地方議会

選挙においてはハーメネイー，ハータミー，ラ

フサンジャーニーらの主要な政治指導者がテレ

ビに登場することでハータミー政権の体制内改

革路線の成果を広く国民にアピールしようとし

たのと打って変わり，この時はハーメネイー以

外の政治家が，筆者の把握する限り，投票日当

日のテレビに登場しなかったという点である。

テレビでは長い行列ができているように報道

されたテヘラン中心部のホセイニーエ・エルシ

ャード周辺の投票所も，筆者が実際に訪れてみ

た午後の 3時頃には閑散としており，報道と現

実のギャップにいささか驚かされた。同時にこ

の選挙の最大の問題が，1997年のハータミー大

統領登場時の熱狂以来 7年を経てここまで徹底

的に冷え込んでしまったイラン国民の政治的無

関心にあることがこのような点からも窺えた。

３．選挙結果についての分析

本項では政府当局によって公式発表された選

挙結果をもとに，テヘランでの当落の結果と投

票率の全国的分布を軸にして若干の分析を試み

る。テヘランは最近の国政選挙において常に最

も投票率が低く（注10），またその一方で今後の全

国的動向を占うものとしても最も注目される選

挙区であるが，そのテヘランの投票率が 2月22

日約30％と発表された［Hamshahrl̄ 2004a］。選

挙当日の夜のうわさでは政府発表で20％，民間

の推計で10％という数字もささやかれていただ

けに，約 3人に 1人が投票したというこの数字

はにわかに信じ難い部分があるが，仮にこの数

字が正しいと仮定してもなおイラン革命以後の

国会選挙史上で最も低い投票率であった。23日

付の『ナスィーメ・サバー』（Nasl̄m¯ e Sabā）紙で

ベヘザード・ナバヴィーは「保守派が大都市部

において15％以下しか得票できなかった」こと

を指摘している［Nasl̄m¯ e Sabā 2004a］。

選挙結果については周知のように保守派の圧

勝に終わったが，ここではテヘランの選挙区を

例として少し詳細に見てみることにしよう。2

月29日付の『ナスィーメ・サバー』紙の報道に

よると，第 1位が89万票近くを獲得したゴラー

ムアリー・ハッダードアーデルであり，以下第

27位のゴラームレザー・メスバーヒーモガッダ

ム（49万票余りを獲得）までが第 1回投票におい

て当選している［Nasl̄m¯ e Sabā 2004b］。

ハッダードアーデルは典型的な革命強硬派の

一人であり，第１位当選を知らされた後ロイタ

ーの取材に答えて「米国はイランとの関係改善

のためには先ずイスラーム革命の25年の歩みを

正当なものと認めなければならない」と述べて

いる［Hamshahrl̄ 2004b］。表１と対照してみると，

アミールレザー・ハーダムは第 3位，アフマ

ド・タヴァッコリーは第 2位，モハンマド・ホシ

ュチェフレは第 9位，オルヤース・ナーデラー

ンは第22位と「イスラーム・イラン繁栄者」お

よび「イスラーム革命献身者協会」系の立候補

者が軒並み当選している。

これに対して「イランのための連合」，「繁栄

と発展のための連合」および「国民信任戦線」系

の立候補者について見てみると，メフディー・キ

ャッルービーが第31位，マジード・アンサーリ

ーが第34位，ミールモハンマド・サーデギーが

第39位，ジャミーレ・キャディーバル女史が第
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第７回有権者数 第６回投票率（％）第７回投票率（％）傾向

全　　　国 46,351,032 69.23 50.57 ▽

テヘラーン州 8,261,061 57.15 33.47 ▽

ホラーサーン州 4,589,546 73.19 57.52 ▽

エスファハーン州 3,116,665 60.04 41.62 ▽

ファールス州 2,933,764 73.13 57.73 ▽

フーゼスターン州 2,765,118 67.50 55.61 ▽

東アゼルバイジャン州 2,670,062 67.20 45.27 ▽

マーザンデラーン州 2,108,653 75.27 55.98 ▽

西アゼルバイジャン州 1,910,198 71.95 42.18 ▽

ギーラーン州 1,823,302 77.82 50.28 ▽

ケルマーンシャー州 1,368,738 71.82 50.26 ▽

ケルマーン州 1,350,817 76.43 64.20 ▽

ハメダーン州 1,308,810 68.73 51.08 ▽

ロレスターン州 1,196,939 78.06 62.41 ▽

スィースターン・バルーチスターン州 1,139,235 68.79 75.38 ▲

中央州 1,106,937 68.36 42.79 ▽

ゴレスターン州 1,067,739 78.65 65.98 ▽

コルデスターン州 1,018,787 70.18 32.26 ▽

アルダビール州 897,677 70.26 55.43 ▽

ホルモズガーン州 777,035 71.30 61.76 ▽

ガズヴィーン州 753,091 70.39 54.89 ▽

ザンジャーン州 694,525 73.54 59.82 ▽

ゴム州 615,660 66.02 50.57 ▽

チャハールマハッル・バフティヤーリー州 581,246 86.04 75.35 ▽

ヤズド州 578,732 70.87 49.12 ▽

ブーシェフル州 558,254 76.23 61.00 ▽

セムナーン州 398,494 76.12 56.40 ▽

コフギールーイェ・ボイエルアフマド州 398,067 96.51 89.54 ▽

イーラーム州 361,880 87.01 73.05 ▽

36位，マフムード・ドアーイーが第37位，アリ

ー・ハーシェミーが第43位，タハ・ハーシェミー

が第47位となっており，全員落選している。

選挙後の 2月25日に筆者が改革系月刊誌『ア

ーフターブ』（Āftāb）主筆のイーサー・サハルヒ

ーズに事務所で行ったインタビューのなかで，

（注）▽は前回と比べて投票率が低下したことを示す。
▲は前回と比べて投票率が上昇したことを示す。

（出所）E‘temād（2004）.

表 3 第 7回国会選挙における全国および州別の投票率と前回との比較



14

氏は今回の国会選挙を評して「保守派による議

会クーデター」という表現を使った。同氏の分

析によれば第 7回国会選挙は改革を望む大方の

国民の「失望と閉塞感」のなかで，政治権力を

手放すまいとする保守派があらゆる策をろうし

て政治的な勝利を演出したというように総括で

きよう。ちなみに『アーフターブ』はその後発

刊停止処分を受けている。

2月26日には全国的な投票率の集計結果が発

表された。これを州レベルでまとめた表３を見

てみると，全国的な投票率は50.57％で50％を

辛うじて上回っていることがわかる。州別で最

も投票率が低いのはコルデスターン州であり，

２番目に低いのは首都のあるテヘラン州であっ

た。テヘラン州の投票率は前回もけっして高く

なかったとはいえ，今回の33.47％は改革路線

への失望と政治的無関心の増大を如実に物語っ

ているといえよう。

全国的にみて最も投票率が高かったのはコフ

ギールーイェ・ボイエルアフマド州の89.54％で

あったが，同州については有権者数40万人弱と

小規模な州であり，部族的（Qabl̄ le¯l̄）な社会集

団の残存などの事情もあるものと考えられる。

むしろ注目すべきはスィースターン・バルーチ

スターン州の動向である。イランのなかで最も

周縁部に位置しバルーチー民族が多く居住する

同州においては，全国のなかで唯一今回の方が

前回よりも投票率が上昇している。その理由に

ついては現在のところ不明であるが，同州が辺

境地域であるだけに，テレビ等の官製マスメデ

ィアによるプロパガンダが直接的に効果を表し

たという可能性も考えられる。だがこれはあく

までも例外であって，全国的にみると人口規模

の大きな中核的な諸州においては40～50％，

比較的小規模な諸州では60～70％という傾向

で，今回軒並み投票率が低下している。

一般に都市部よりも地方農村部の方が投票率

が高いことについてはさまざまな理由が考えら

れるが，ひとつには身分証明書（シェナースナー

メ）に投票時の押印が残ること等による一定の

社会的強制力があって，それが地方社会におい

てより強く感じられるということも一因であろ

うといわれている。

ここで2004年 2月の国会選挙の投票率を前年

の地方議会選挙と比較して考察してみよう。ま

ず第 1にテヘランおよび地方大都市と地方農村

部との間での投票率の相違をどう解釈するかで

あるが，今回の選挙の方が両者間の相違は少な

かったものの，それでも両者ともに地方農村部

の方が投票率は高かった。テヘランおよび地方

大都市についてはもともと地方議会制度自体が

ほとんど機能していないなかで（注11），地方議会

選挙自体に対する関心も当然ながら盛り上がり

ようがなく，テヘランの投票率は20％前後と低

迷を極めたわけである。テヘランなど大都市の

有権者にとって，前年の地方議会選挙は当初か

ら第 7回国会選挙の前哨戦としての意味合いし

かもっていなかったのであろう。テヘランの投

票率が今回の国政選挙で30％台に「上昇」した

ことは投票行動として自然であり，その差は選

挙自体がもつ重要度の違いに還元されることに

なる。

結　論

ハータミー大統領の登場を促した1997年の大

統領選挙以降，2003年の地方議会選挙にいたる

までのイランの５度にわたる全国選挙は，その
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制度的な限界にもかかわらず有権者の参加意識

が従来の選挙とは質的に異なる民主的な内容を

伴った選挙となってきた［Baktiari 2002］。これ

は79年のイラン革命とその後の農村部重視政

策，8年間に及んだイラン・イラク戦争の影響

といった要因が促したイランの全国的な社会構

造変化を背景にしたものであり，イランにおけ

る政治的な趨勢が都市部の動向にのみ左右され

てきたこれまでのあり方を根本的に覆すことに

なる大きな変化であったといえる。

このような質的変化にもかかわらず，2001年

9月11日以降の国際環境の変化はイランにおけ

る改革派勢力の退潮を促し，やがて2004年 2月

の国会選挙がこれを決定づけて，翌2005年の大

統領選挙でアフマディネジャードを登場させる

ことになる歴史的な転換点となった。その予兆

はすでに2003年の地方議会選挙でも観察されて

いたとはいえ，第 7回国会選挙の過程はイラン

の民主化の水準を1997年以前に引き戻し，護憲

評議会による立候補者の資格取消しなど制度的

な制限を最大限に利用した非民主的な選挙とな

った。ここで問題となるのは，社会的な構造変

化を背景にすでに民主化の進行を経験してしま

った革命後の世代が政治の現状に対してまった

く希望を見い出せず，現在の政治権力が国民の

過半数を占める若年層への求心力を決定的に失

ってしまったという事実である。

前年の2003年に行われた地方議会選挙におい

てもテヘランをはじめとする主要都市で改革派

の退潮はすでに顕著であったものの，上述のよ

うに地方農村部においてはこの選挙はむしろ改

革の継続という側面の方が大きかった。ところ

が都市部におけるこの選挙結果によって宗教的

な保守派グループが自信を深め，とりわけテヘ

ラン選挙区で得票操作を成功させた革命防衛隊

を中心とする革命強硬派は，この選挙を通じて

ハータミー大統領の登場以来の民主化の流れを

大きくゆり戻す端緒をつかんだものと考えられ

る。

2004年 2月の第７回国会選挙は当初から護憲

評議会による候補者の承認など保守派の露骨な

主導の下に行われ，当選した議員もほとんどが

保守派によって占められた。それゆえこの選挙

結果によってハータミー大統領の改革路線は実

質的に息の根を止められ，2005年 6月の大統領

選挙によって保守派が政権を掌握することはほ

ぼ確実な情勢になった。

2005年の大統領選挙については，当初から最

高指導者ハーメネイーへの権力の集中と革命防

衛隊の影響力の増大が指摘されていた。あとは

具体的に誰が保守派・革命強硬派を代弁する大

統領になるかという問題のみが残され，投票日

直前になってアフマディネジャードに白羽の矢

が立ったことになる。その後の展開については

本稿の関心をすでに超えている。

以上のように考察してくると，現在みられる

イラン政治の保守化傾向については，イランの

地方社会における1980年代以降の都市・農村関

係の構造的変化と，これに対応した新たな地方

行政制度の導入に伴う政治参加意識の高まりを

主要な要因としつつ，現象的には2003年から

2005年までの全国選挙の過程で，とりわけ2004

年 2月の国会選挙を転機として，主要な政治的

潮流が形づくられてきたということは明らかで

あると思われる。
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〔付記〕本論文の執筆に際し，終始適切な助言をいただ

いた神奈川大学研究員のケイワン・アブドリー氏に心

よりお礼申し上げる。

（注 1） ここでの「革命強硬派」とは，1979年のイラン

革命を精神的に主導したとされるホメイニー思想へ

の回帰を主張する政治的なグループを意味している。

（注 2） ここではイランの大統領選挙と国会選挙を国政

選挙と呼び，これに全国一斉の地方議会選挙を加え

たものを全国選挙と総称することにする。

（注 3） 例えばR.ダールは民主化が「常に過程でしかあ

り得ない」ものとしてその理念と現実の峻別の必要性

を強調し，現実の政治体制における民主主義のさま

ざまな制限的様態を紹介している［Dahl 1998］。筆者

はイランにおける民主主義の現状もまた基本的に近

代西欧の国民国家を基準とした議会制民主主義をめ

ぐる議論の射程内に収まるものであると考えている。

（注 4） 本稿においては原則として1979年のイラン革命

以前のMajles¯e shourā¯ye melll̄については「国民議

会」，革命後のMajles¯e shourā¯ye mell l̄および

Majles¯e shourā¯ye eslāml̄（1989年以降）については

「国会」の訳語をあて，近代的な議会制民主主義の理

念に基づく両者の制度的な連続性の側面に着目して

いくこととする。

（注 5）「保守派」（Mohāfeze kārān）および「改革派」

（Eslāhāt talabān）の区別は革命後のイランの政治分

析において一貫して使用されているが，その明確な

定義づけは著しく困難である。ここでは便宜的にセ

イエド・アリー・ハーメネイーとアリー・アクバル・ハ

ーシェミー・ラフサンジャーニーを中心とする体制維

持的傾向の強い政治的一群を「保守派」，1997年のハ

ータミー大統領の登場以降に顕在化した法の支配に

よる民主的市民社会の実現を志向する社会民主主義

的傾向の強い一群（その一部はさらに急進化してハー

タミー大統領を批判する）を「改革派」と呼ぶことに

する。さらにアフマディネジャード大統領の登場を

契機にして，革命防衛隊を中心にした非宗教的な革

命強硬派（注 1参照）の台頭が指摘できる。

（注 6）「イスラーム主義」の詳細な定義をめぐっては山

内（1996）を参照。要約すればイスラーム主義は歴史

的に活力を失ったイスラーム文明を現代文明のなか

で復興させようという政治運動の総称であり，これ

は純然たるテロリズムとは峻別される［山内1996,

9¯10］。

（注 7） ただしこのような「反民主主義的」な制度も近代

以前の政治理論ではむしろ普通であり，けっして革

命後のイランにおける特殊な事例ではない［Dahl

1998, 44¯45］。

（注 8） この大変化の前のイラン農村の状況については，

例えば後藤（2002）を参照。

（注 9） 護憲評議会はハーメネイーが任命する 6人と司

法長官が推薦する 6人の計12人のイスラーム法学者

によって構成され，選挙の立候補者の適格性や国会

で決議された法案が憲法の理念に合致しているか等

を審議するために設けられている。

（注 10）ただし今回は表３にみるようにコルデスターン

州が最も低かった。

（注 11）テヘランでは市議会が内紛によって機能不全に

陥り，第２回地方議会選挙前に解散した［佐藤2004,

79］。
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